
令和４年３定 予算特別委員会（各部審査）開催状況 

 

開催年月日  令和４年（2022 年）１０月３日（月） 

質 問 者  民主党･道民連合 鈴木 一磨 委員 

答 弁 者  計画局長、土地水対策課長 

担 当 部課   総合政策部計画局土地水対策課 

 

二 水資源の保全について 

（一）水源地における土地取得や開発の状況について 

 

○鈴木 委員 

 ９月２日の東京外国為替市場の円相場は、一時１ドル１４０円４０銭台まで急落し、１９９８年８月以

来、２４年ぶりの安値を更新しました。円安ドル高が深刻な状況にある中、日本はコロナ禍からの経済回復

で世界に後れをとっており、国内企業の倒産や廃業が進んで株価も下落すると、先行して回復した国の企業

などに、日本の資産がどんどん買い叩かれる懸念が生じています。 

 これまでも実際に日本の不動産は外資に狙われ、林野庁の調査によると平成１８年から令和３年にかけて

の外資による森林取得の累計は３０３件、２，６１４ｈａにものぼり、さらに外資系企業と思われる取得事

例として、都道府県から報告が２６６件、５，８５１ｈａが取得されています。 

 ＷＴＯ（世界貿易機関）ルールや現行法のもと、外国法人の所有権取得を直接制限することは困難であ

り、届出強化に留めざるを得ず、道では「水資源の保全に関する条例」を平成２４年に制定し、水資源保全

区域内の土地取引行為の事前届出制の導入や、市町村による公有地化への支援を行っております。そこで、

まず、近年の本道の水資源保全地域内における外資の土地取得や開発の状況についてお伺いします。 

 

○土地水対策課長 

 水資源保全地域の土地取引などについてでございますが、道では、北海道水資源保全条例に基づき、水資

源保全地域内の土地取引につきまして、売主から届出書を提出いただくことにより、買主や利用目的などの

把握に努めております。 

 この届出につきましては、令和元年度から令和３年度までの３年間で１４２件ございまして、このうち、

外国資本と思われるものは、太陽光発電所やコンドミニアムの建設などを目的とした 19 件、面積では約５

４．２ヘクタールの届出が行われているところでございます。 

 

(二) 水源地の管理について 

 

○鈴木 委員 

 水源地帯の乱開発などは湧水や地下水、河川など様々な水量や流量の変化に繋がり、河川流域の減少や渇

水は、その水で生活や事業を営む人々にとって致命的であります。本来であれば、水源地帯の土地は、国有

林や道有林という形で国や道などが公共機関が管理することが望ましいと考えますが、外資による水源地取

得への牽制や涵養機能の保全などに対する道の所見をお伺いします。 

 

○土地水対策課長 



 水資源保全の取組についてでございますが、道では、これまでも森林の海外資本等による土地取得の動向

把握に努めてきたところでありますが、土地の取得につきましては、環境と調和が図られながら地域との協

力関係のもとになされることが重要と認識しております。 

 また、豊かで清らかな北海道の水を、持続的に利用できるものとするために、水源涵養機能の保全は重要

でありますことから、道におきましては、市町村や関係団体と連携を図りながら、条例に基づき、水資源保

全地域の指定や土地所有者の皆様などへ条例の趣旨を周知するほか、企業版ふるさと納税を活用しました市

町村における公有地化の取組等への支援などに取り組んでいるところでございます。 

 

（三）規制の検討について 

 

○鈴木 委員 

 外資系に道内水源地を買い占められないよう強い規制が必要ですが、国際法や貿易ルール上、制度化が困

難であることも承知しています。しかし、道条例や届出強化では対応に限界があり、円安が進む現在、さら

に強い規制手法を検討すべきと考えますが、道の所見をお伺いします。 

 

○計画局長 

 土地取引の規制などについてでございますが、道においては、これまで、全国に先駆けて水資源の保全に

関する条例を制定し、市町村の協力を得ながら、水資源保全地域の指定を進め、届出に基づいて土地所有者

の方々に必要な助言を行うなど適正な土地利用の確保に努めてきたところでございます。 

 北海道の貴重な財産であります森林や水資源を将来にわたって引き継ぎ、安全で安定した水の供給を行う

ためには、適正な土地利用や管理に関する法令の整備が必要と考えておりまして、国に対して、水資源周辺

における利用目的が明らかではない大規模な土地取引など、地域の実情に応じた土地の取引規制を可能とす

る法令を整備するように要望してきたところでございます。 

 道としては、こうした法令の整備とともに、市町村に対する水源周辺の土地取得に係る財政支援措置の充

実・強化につきましても、引き続き、国に要望してまいります。 

 

○鈴木 委員 

 当面円安が続くとの予想もあり、円安による地価下落など今後外資による国内の土地取得が増える可能性

も大きく、国土保全と本道の産業及び生活環境維持のためにもより積極的に取引動向を監視するなど対策を

強化すべきと考えますが、改めて知事の考えを伺いたく、委員長のお取り計らいをお願いします。 


